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九 州 地 方 整 備 局 公 示

道 路 法 （ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第 百 八 十 号 ） 第 三 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 道 路 の 占 用 を 制 限 す る

区 域 を 指 定 す る こ と と し た の で 、 同 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ き 次 の と お り 公 示 す る 。

そ の 関 係 図 面 は 、 令 和 七 年 十 一 月 二 十 五 日 か ら 二 週 間 一 般 の 縦 覧 に 供 す る 。

令 和 七 年 十 一 月 二 十 五 日 九 州 地 方 整 備 局 長 垣 下 禎 裕

道 路 の 種 類 一 般 国 道

路 線 名 五 十 七 号

占 用 を 制 限 す る 区 域

区 域 備 考

阿 蘇 市 一 の 宮 町 坂 梨 字 福 原 八 一 四 番 一 号 か ら 同 市 一 の 宮 町 坂 梨 字 新 屋 敷 六 一

五 番 一 号 ま で

制 限 の 対 象 と す る 占 用 物 件 新 た に 地 上 に 設 け る 電 柱 （ 占 用 の 制 限 の 開 始 の 期 日 よ り 前 に 占 用 を

認 め ら れ た 電 柱 の 更 新 又 は 移 設 に よ る も の を 除 く 。 ）

た だ し 、 電 柱 を 地 上 に 設 け る や む を 得 な い 事 情 が あ り 、 当 該 道 路 の

敷 地 外 に 直 ち に 用 地 を 確 保 す る こ と が で き な い と 認 め ら れ る 場 合

は 、 こ の 限 り で な い 。

占 用 を 制 限 す る 理 由 緊 急 輸 送 道 路 の 占 用 を 制 限 す る こ と に よ り 、 災 害 が 発 生 し た 場 合 に

お け る 被 害 の 拡 大 を 防 止 す る た め 。

占 用 の 制 限 の 開 始 の 期 日 令 和 七 年 十 一 月 二 十 六 日

図 面 縦 覧 場 所 九 州 地 方 整 備 局 及 び 同 局 熊 本 河 川 国 道 事 務 所

道 路 法 （ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第 百 八 十 号 ） 第 三 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 道 路 の 占 用 を 制 限 す る

区 域 を 指 定 す る こ と と し た の で 、 同 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ き 次 の と お り 公 示 す る 。

そ の 関 係 図 面 は 、 令 和 七 年 十 一 月 二 十 五 日 か ら 二 週 間 一 般 の 縦 覧 に 供 す る 。

令 和 七 年 十 一 月 二 十 五 日 九 州 地 方 整 備 局 長 垣 下 禎 裕

道 路 の 種 類 一 般 国 道

路 線 名 二 百 二 十 六 号

占 用 を 制 限 す る 区 域

区 域 備 考

指 宿 市 十 町 字 九 玉 前 二 四 〇 番 二 か ら 同 市 十 町 字 九 玉 前 二 四 六 番 三 ま で

制 限 の 対 象 と す る 占 用 物 件 新 た に 地 上 に 設 け る 電 柱 （ 占 用 の 制 限 の 開 始 の 期 日 よ り 前 に 占 用 を

認 め ら れ た 電 柱 の 更 新 又 は 移 設 に よ る も の を 除 く 。 ）

た だ し 、 電 柱 を 地 上 に 設 け る や む を 得 な い 事 情 が あ り 、 当 該 道 路 の

敷 地 外 に 直 ち に 用 地 を 確 保 す る こ と が で き な い と 認 め ら れ る 場 合

は 、 こ の 限 り で な い 。

占 用 を 制 限 す る 理 由 緊 急 輸 送 道 路 の 占 用 を 制 限 す る こ と に よ り 、 災 害 が 発 生 し た 場 合 に

お け る 被 害 の 拡 大 を 防 止 す る た め 。

占 用 の 制 限 の 開 始 の 期 日 令 和 七 年 十 一 月 二 十 六 日

図 面 縦 覧 場 所 九 州 地 方 整 備 局 及 び 同 局 鹿 児 島 国 道 事 務 所

産 業

日本産業規格
令和７年11月25日に下記の日本産業規格を制定
したので、産業標準化法（昭和24年法律第185号）
第19条の規定に基づき公示する。
令和７年 11 月 25 日

厚生労働大臣 上野賢一郎
経済産業大臣 赤澤 亮正
記

制定された日本産業規格
（日本産業標準調査会審議）
土工機械機能安全第４部：
制御システムの安全関連部のた
めのソフトウェア及びデータ伝
送の設計及び評価

Ａ8341４

（内容省略）
備考 内容は、日本産業標準調査会ホーム
ページ（https://www.jisc.go.jp）において
閲覧に供する。また、厚生労働省労働基準
局安全衛生部安全課並びに経済産業省イノ
ベーション・環境局基準認証政策課、各経
済産業局及び内閣府沖縄総合事務局経済産
業部においても閲覧に供する。

令和７年11月25日に下記の日本産業規格を改正
したので、産業標準化法（昭和24年法律第185号）
第19条の規定に基づき公示する。
令和７年 11 月 25 日

経済産業大臣 赤澤 亮正
国土交通大臣 金子 恭之
記

改正された日本産業規格
（日本産業標準調査会審議）
船用電線 Ｃ3410
船用電気設備船及びオフショア用
の電力，制御及び計装ケーブルの一
般構造及び試験方法

Ｃ3411

（内容省略）
備考 内容は、日本産業標準調査会ホーム
ページ（https://www.jisc.go.jp）において
閲覧に供する。また、経済産業省イノベー
ション・環境局基準認証政策課、各経済産
業局及び内閣府沖縄総合事務局経済産業部
並びに国土交通省海事局船舶産業課におい
ても閲覧に供する。

令和７年11月25日に下記の日本産業規格を確認
したので、産業標準化法（昭和24年法律第185号）
第19条の規定に基づき公示する。
令和７年 11 月 25 日

国土交通大臣 金子 恭之
記

確認された日本産業規格
（日本産業標準調査会審議）
コンクリートのスランプ試験方
法

Ａ1101

細骨材の有機不純物試験方法 Ａ1105
細骨材の表面水率試験方法 Ａ1111
骨材の含水率試験方法及び含水
率に基づく表面水率の試験方法

Ａ1125

共鳴振動によるコンクリートの
動弾性係数，動せん断弾性係数
及び動ポアソン比試験方法

Ａ1127

フレッシュコンクリートの空気
量の圧力による試験方法空気
室圧力方法

Ａ1128

モルタル及びコンクリートの長
さ変化測定方法第１部：コン
パレータ方法

Ａ1129１

モルタル及びコンクリートの長
さ変化測定方法第２部：コン
タクトゲージ方法

Ａ1129２

モルタル及びコンクリートの長
さ変化測定方法第３部：ダイ
ヤルゲージ方法

Ａ1129３

フレッシュコンクリート中の水
の塩化物イオン濃度試験方法

Ａ1144

コンクリートの凍結融解試験方
法

Ａ1148

コンクリートのスランプフロー
試験方法

Ａ1150

コンクリートの圧縮クリープ試
験方法

Ａ1157

試験に用いる骨材の縮分方法 Ａ1158
土の段階載荷による圧密試験方
法

Ａ1217

スクリューウエイト貫入試験方
法

Ａ1221

土の定ひずみ速度載荷による圧
密試験方法

Ａ1227

建築物の木造部分の防火試験方
法

Ａ1301

建築用防火戸の防火試験方法 Ａ1311
建築物の内装材料及び工法の難
燃性試験方法

Ａ1321

建築構成要素及び建築部位熱
抵抗及び熱貫流率計算方法

Ａ2101
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